既存宅地
事前相談に必要な添付図書リスト
市街化調整区域に必要な立地基準：都市計画法第34条第12号　県条例第2条第5号又は第4条第3号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           第14号　提案基準⑱
	順序
	図書名称
	記載内容、適用事項

	１
	位置図
	・縮尺1/50,000以上（都市計画図など）

・申請地を赤枠で明示
・市街化区域からの距離、方位、主要交通機関、公共施設等を明示

	２
	区域図
	・縮尺1/2,500以上（住宅明細地図など）
・申請地を赤枠で明示

	３
	公図の写し
	・法務局発行の原本（コピー可）
・申請地を赤枠で明示

・道路は茶色、水路は水色で着色

	４
	土地登記事項証明書
	・法務局（登記所）発行のもの

	５
	宅地要件に必要な書類
	※宅地要件は市街化調整区域に関する都市計画の決定の日（昭和45年6月10日）前において次のいずれかに該当し、その後現在に至るまで継続して当該要件に該当している必要があります。なお(3)、(4)及び(7)は、現在、建築物があるものとします。
(1)土地登記事項証明書（必要に応じて閉鎖事項証明書）[法務局]
・S45.6.10以前から地目が「宅地」として登記されていること
（遡り登記されている場合はS50.3.31まで）

(2)固定資産（土地）税評価証明書[各市町村固定資産税所管課]
・S46.1.1付け（46証明）及び現年度のもので課税地目が「宅地」であること

(3)農地転用証明書[各市町村農業委員会]
・S45.6.10以前に「建築物を建てる」目的で農地転用許可を受け、転用目的と同じ建築物を建築した土地
(4)建築確認済書、建築確認検査済書
・S45.6.10以前に建築基準法に基づく建築確認を受けている土地
(5)建築基準法に基づく道路位置指定の申請をして造成した土地

(6)建築基準法に基づく工作物の確認を受けて造成した土地
(7)昭和44年及び昭和48年撮影の航空写真[県政情報センター(県庁第二分庁舎)]
　・航空写真による敷地範囲の確認は、建築物の配置状況や土地利用状況等、必要に応じて他の公的書類等と併せて慎重に行います。
　・拡大した航空写真(S44は8倍、S48は6倍)をご用意下さい。
　・上記、航空写真の縮尺に合わせた公図又は土地利用計画図を重ね合わせて下さい（トレーシングペーパーを利用して下さい）。

	６
	連たん図
	○申請地が市街化区域から1km以内にある場合（いずれかに該当）
　・3haの面積（半径100mの円）内に50戸以上の建築物の敷地が存する。
　・申請地と最も近い建築物敷地が25m以内に位置し、その他の建築物敷地と50m以内で50戸以上連たんして集落を形成している。
○申請地が市街化区域から1kmを超える距離にある場合（いずれかに該当）
　・3haの面積（半径100mの円）内に100戸以上の建築物の敷地が存する。

　・申請地と最も近い建築物敷地が25m以内に位置し、その他の建築物敷地と50m以内で100戸以上連たんして集落を形成している。

	７
	連たん表
	・連たん図に対応した建築物の所有者（住居者）、地名、地番、建築物用途を一覧表にして下さい。

	８
	現況図
	・土地の地形、面積、前面道路の名称、幅員、地盤レベル、求積図等を表記

	９
	土地利用計画図

（配置図）
	・予定建築物の配置状況、汚水経路（接続先）、雨水経路（接続先）、前面道路の名称及び建築基準法の道路性格、計画地盤高、求積図等を表記

	10
	平面図・立面図
	· 各階平面図、建築面積・延べ床面積、予定建築物の最高高さ等を表記

	11
	その他
	・県西土木事務所長が必要と認める書類


【注意事項】
　○申請地が農地の場合は、非農地証明書等（市町農業委員会）の提出が必要です。

　○予定建築物の用途が専用住宅以外の場合は、別途、添付書類等があるので担当に確認して下さい。
